
 

片目失明者に対する視覚障害の認定基準の見直しを求める意見書 

 

片目失明は、両眼立体視機能の喪失による空間把握能力の低下や義眼装着に伴

う精神的・経済的負担など、日常生活の多方面にわたり困難を生じさせる障害で

ある。しかし、現行の視覚障害の認定基準では、「視力の良い方の眼の視力が

０．３以上０．６以下かつ他方の眼の視力が０．０２以下のもの」が６級とされ

ているため、視力の良い方の眼の視力が０．６を超える場合は、片目失明であっ

ても視覚障害として認定されない。そのため、片目失明者の多くは、身体障害者

手帳の交付対象とならず、障害福祉サービスなどの必要な支援につながりにくい。 

障害者基本法は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指している。しか

し、片目失明者の多くを身体障害者手帳の交付対象外とする現行の認定基準は、

法律が掲げる理念と実際の当事者の状況との間に乖離があると指摘せざるを得な

い。 

よって国会及び政府は、片目失明者の生活の安全確保及び社会参加の促進の観

点から、視覚障害の認定基準を視力のみならず、両眼立体視機能の喪失等を踏ま

えたものに見直し、全ての片目失明者を身体障害者手帳の交付対象として明確に

位置付けるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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